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食品接触材料の適合性

あらゆる食品は包装材料（食品接触材料）とと
もに移動する。その食品接触材料が、

〇欧州の食品衛生規制に適合し、かつ、

〇欧州の環境規制に適合しているとき、
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欧州市場に上市できる。



食品接触材料の適合性法規
主に食品衛生規制に係る規則、指令 主に環境規制に係る規則、指令

●食品接触材料枠組み規則1935/2004

●プラスチック食品接触材料規則（PIM）
10/2011（2025年2月21日第19次改正）

●食品接触材料GMP規則（2025年2月21
日統合版）

●水接触材料施行決定2024/365 2024年
4月23日

●おもちゃ安全性規則（欧州議会・閣僚理
事会案）2025年4月10日

●シングルユースプラスチック（SUP）指令
2019/904（2024年12月19日統合版）
●食品接触材料リサイクル規則2022/1616
（2025年2月21日統合版）
●グリーンクレーム指令（欧州委員会案）2023
年3月22日

●消費者権利（修繕）指令（欧州委員会案）
2023年3月22日
●マイクロプラスチック制限規則 2023年9月25
日

●グリーンウオッシング防止指令（欧州議会・
閣僚理事会合意案）2024年2月20日
●エコデザイン規則2024/1781（ESPR）2024年6
月13日
●包装及び包装廃棄物規則2025/40（PPWR）
2024年12月19日

●廃棄物指令（欧州議会・閣僚理事会合意案）
2025年3月19日

●プラスチックペレット損失防止規則（欧州議
会・閣僚理事会合意案）2025年5月15日
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下線の規則に中心に整理する



欧州法規制の手引き

多くの法規の中で・・・

食品衛生規制：

「プラスチック食品接触材料規則（PIM）」

環境規制：

「食品接触材料リサイクル規則2022/1616」

「包装及び包装廃棄物規則2025/40（PPWR）」

が代表的な法規である。
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欧州法規制の手引き

しかし注意が必要、なぜなら・・・

ひと健康問題：「食品接触材料枠組み規則」

 「食品接触材料GMP規則」

環境問題：「グリーンクレーム指令」

「消費者権利（修繕）指令」

「エコデザイン規則2024/1781」

「廃棄物指令」 などが

相互に関連し法規制の全体を構成している。
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欧州食品接触材料等規制に係る主な組織

適用 主な組織 備考

行政機
関

欧州委員会
・健康総局(DG SANTE)

・成長総局(DG GROW)

・環境総局(DG ENV)

プラスチック食品接触材料規則、食品
接触材料GMP規則、食品接触材料リ
サイクル規則2022/1616

REACH、マイクロプラスチック制限規則

シングルユースプラスチック（SUP）指令、
包装及び包装廃棄物規則2025/40
（PPWR）

立法機
関(共管)

欧州議会

閣僚理事会 27の加盟国代表
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欧州食品接触材料規制の枠組み
食品衛生問題 環境問題

全ての食品接触材料 枠組み規則（2004年）
GMP規則（2006年）（2008
年更新）

包装及び包装廃棄物指令
（2018年）

包装及び包装廃棄物規則
2025/40（PPWR)（2022年
11月欧州委員会案、2023
年11月欧州議会調停案採
択、2025年1月公布）

プラスチック食品接触材料 プラスチック食品接触材料
規則（PIM）（2011年）
これまでに17回改正

バージンプラスチックを対
象とする
EFSAガイダンス（2021年更
新）

シングルユースプラスチッ
ク（SUP）指令（2019年）

食品接触材料リサイクル
規則2022/1616（2022年更
新）

欧州委員会ガイダンス
（2023年8月、11月更新）
欧州食品安全庁（EFSA）ガ
イダンス（2021年、2023
年）
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欧州の法的枠組み（青：健康総局、緑：環境総局）
出典：欧州連合日本政府代表部「ＥＵの食品包装プラスチック規制の概要」2024年10月
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食品衛生問題
プラスチック食品接触材料規則（PIM）
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食品接触材料法制度(出典：農水省HPより)
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食品衛生問題の手引き
• 食品接触材料の代表であるプラスチック材料は
樹脂と添加剤で成形される。

• プラスチックを構成する樹脂の原材料であるモノ
マーと添加剤が、欧州プラスチック規則附属書I(
ポジティブリスト)に掲載されていることが必要。

https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2011/10/2025-
01-20

• またその材料は、使用される食品に接触したと
き、総量規制に当たる総移行量制限（OML）に、
また個々の原材料が特定移行量制限（SML）に
それぞれ適合していることが必要。
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食品衛生問題の手引き

• 欧州へ輸出する食品に使用する食品接触材料の材料
選択の基本はつぎのようになる。

• 包装材料に使用される添加剤は接触する食品とその使
用条件によって食品に移行する量が変化する。そのた
め、特に、使用温度と使用時間、水性ならｐH（酸性か、

中性か、アルカリ性か）、またアルコール性か、油性か
などに留意して選定する。

• 更に関連の事業者と相談し、食品の賞味期限に影響す
る水蒸気透過性、ガスバリヤー性（酸素透過性など）、
遮光性などを考慮し、使用できるプラスチックとその材
料構成を絞り込む。
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早見表：主なプラスチックの特徴と用途
（日本プラスチック工業連盟資料より）
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酸、アルカリ、アルコ－ルに対するプラスチックの安定性



早見表：主なプラスチックの特徴と用途
（日本プラスチック工業連盟資料より）
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これらプラスチックの特徴から用途を絞り込むことができる。
https://www.jpif.gr.jp/learn/pamphlet/doc/pamphlet_hello-plastic.pdf

酸、アルカリ、アルコールに対するプラスチックの安定性

https://www.jpif.gr.jp/learn/pamphlet/doc/pamphlet_hello-plastic.pdf
https://www.jpif.gr.jp/learn/pamphlet/doc/pamphlet_hello-plastic.pdf
https://www.jpif.gr.jp/learn/pamphlet/doc/pamphlet_hello-plastic.pdf


ポジティブリスト（PL）とネガティブリスト（NL）

• 食品包装材料は各種あるが、使用実態から、また材料開発が盛んなこと
からプラスチックが特に注目されている。

• 原材料である樹脂と添加剤については、これまで使用が禁止された或い
は何らかの制限を付した物質をリストすることが行われており、NL制度と

称することができる。一方上市に先立ちリスク評価などを経て使用が認
可された或いは推奨された物質に基づくPL制度がある。

16

PL制度 NL制度

米国、欧州28ケ国、欧州経済領域
（EEA）（アイスランド、リヒテンシュタイ

ン、ノルウエイ）、スイス、トルコ、イス
ラエル（但し欧米規制をリファー）、イ
ンド、日本、中国、ASEAN の2ケ国（イ

ンドネシア、ヴェトナム）、湾岸協力会
議（GCC）加盟6ケ国、南米共同市場
（MERCOSUR）加盟5ケ国、FSANZ（オー

ストラリア、ニュージーランド、但し欧
米規制をリファー）など

カナダ、ロシア、韓国、台湾、ASEAN 
の8ケ国（タイ、カンボジア、シンガポー

ル、フィリピン、ブルネイ、レーシア、
ミャンマー、ラオス）など
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ポジティブリスト（PL）とネガティブリスト（NL）
赤色の国はPL制度を運用している
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移行量を確認する3つの手段

• 手段①：食品に移行した微量の原材料を評価するのは現実的データで
あるが分析の技術的難度が高い。

• 手段②：食品を代替する疑似溶媒による評価はそれらの中庸に位置す
る。この資料は疑似溶媒への移行量評価をベースにまとめる。

• 手段③：スクリーニング（代表的手段はPilingerモデルのシミュレーション）

は技術の特徴からスピーディにデータを得られるが、現実より厳しいデー
タになる。

• これら3つの手段のうち、バランスの良い②が選択されることが多
い。
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手段 データ 技術

①食品への移行量評価 現実的 難度が高い

②疑似溶媒への移行量評価 中庸 中庸

③スクリーニングによる移行
量評価

現実より厳しい スピーディ

食品接触材料に使用される添加剤の食品への移行量確認が食品衛生の基本



リスク管理指標：総移行量制限(OML)

• EU CUBE（1辺10cmの立方体、比表面積
(S/V)=6dm2/L）において、総移行量制限（OML
）=10mg/dm2接触面積（60mg/kg-食品）

19
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欧州は10cm立方体を標準系としている。この立
方体の中に食品1kgがあり、6つの面に包装材料
6dm2が接触している。包装材料から食品に原材
料が移行するとき、その総量は10mg/dm2を超え
てはならない。

OMLは食品へ移行する不揮発性物質の総量を規制する



摂取量と毒性情報

• 溶出濃度(mg/kg)=各疑似溶媒における最大溶出量

• 推定摂取量（mg/人/日）=溶出濃度(mg/kg）×1（kg/人/日）
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食事中濃度 毒性情報

≦50ppb 3種の変異原性試験

50ppb～5ppm 上記+90日経口亜慢性毒性試験+体内蓄積性
データ

>5ppm 吸収・分布・代謝・排泄試験、1種の生殖試験及
び2種の発生毒性試験+2種の長期毒性／発が
ん性試験
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食品接触材料分野では、食事中濃度に従って、原材料の安全性評
価に求められる毒性情報に勾配をつけているのが特徴。

食品衛生は個々の添加剤ごとに規定される特定移行量制限（SML）によってより
厳密に管理される。SMLの設定には食事中濃度により決定される毒性情報を取

得する必要がある。



リスク評価指標：特定移行量制限（SML）

• 添加剤において用量-反応曲線より無影響量NOEL（mg/kg-体重/
日）を得る。NOELを不確実係数（UF）で除し、TDI（mg/kg-体重/日）
を得る。

• 体重60kgの成人の食事3kg/日において、プラスチックに接触する
食品を1kg/日と見なす。これよりTDIに対応した特定移行量制限（
SML）を導出する： SML（mg/kg-食事） =TDI（mg/kg-体重/日）×60（
kg-体重）／1（kg-食事/日）。ここから化学物質の安全上許容される
食事中濃度が明らかになる。

• SMLは毒性学を基本とし、理解

しやすいことから、事実上、

世界標準となりつつある。
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食品接触材料プラスチック規則の附属書I（ポジティブリスト）と附属書II（重金属・
一級芳香族アミンのネガティブリスト）には多くの物質にSMLが設定されている。



食品衛生問題の手引き

原材料における食品衛生問題の適合性はつぎのよう
に確認する。

• 原材料の食品中濃度が50ppb以下であるとき、3種

の変異原性試験（復帰突然変異試験・染色体異常
試験・小核試験）を確認し、全体として陰性であれば
適合とする。

• 原材料の食品中濃度が50ppb超であるとき、食品を

代替する疑似溶媒を用いるなどして溶出量を測定し
、「食品中の溶出量」＜「特定移行量制限（SML）」で
あれば適合とする。
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食品を代替する疑似溶媒
（プラスチック規則附属書III表1）

食品分類 疑似溶媒

A.水性食品 10v/v%エタノール水溶液

B.酸性(pH<4.5)食品 3w/v%酢酸水溶液

C.アルコール含有量20%以下の食品 20v/v%エタノール水溶液

D1.アルコール含有量20%超の食品 50v/v%エタノール水溶液

D2.油性食品 食物油

E.乾燥食品 変性ポリフェニレンオキシド（PPO）の粉末

Copyright Japan Chemical Innovation and 
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全ての食品を食品分類A～Eのどこかに帰属させ対応する疑似溶媒を決定する。

食品接触材料に使用される添加剤の食品への移行量を測定するのは技術的難度
が高いので、その食品の性状に近い疑似溶媒を用いて測定する。例えばお茶に使
用されるプラスチックボトルの溶出試験は10v/v%エタノール水溶液を用いて行う。

https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2011/10/2025-01-20

https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2011/10/2025-01-20
https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2011/10/2025-01-20
https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2011/10/2025-01-20
https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2011/10/2025-01-20
https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2011/10/2025-01-20
https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2011/10/2025-01-20
https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2011/10/2025-01-20


食品を代替する疑似溶媒
具体的な食品とこれを代替する疑似溶媒は、プラスチック規則附属書III表2
に示されている。欧州への輸出品の代表例と表2の分類の関係を示す。
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参照番号 食品の記述 欧州輸出品の例

01 飲料 清涼飲料水

02 シリアル（オートミルなど）、シリアル食品、ペストリー、
ビスケット、ケーキ及びその他パン製品

小麦粉の菓子、即席め
ん

03 チュコレート菓子、砂糖菓子及びそれら菓子製品 油性、砂糖菓子

04 果物、野菜及びそれらの製品

05 脂肪類及び油類

06 動物性製品及び卵類 マヨネーズ

07 乳製品

08 その他製品 粉体・液体調味料、みそ、
醤油、茶の粉、レトルト
カレー

https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2011/10/2025-01-20

https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2011/10/2025-01-20
https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2011/10/2025-01-20
https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2011/10/2025-01-20
https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2011/10/2025-01-20
https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2011/10/2025-01-20
https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2011/10/2025-01-20
https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2011/10/2025-01-20


食品を代替する疑似溶媒
（プラスチック規則附属書III表2）

欧州輸出品の例 包装材料の溶出試験に選択される代表的疑似溶媒

清涼飲料水(01.01 A) 3w/v酢酸水溶液、20v/vエタノール水溶液

即席めん(02.04)、小麦粉
の菓子(02.05 B)

変性ポリフェニレンオキシド（PPO）粉末

油性、砂糖菓子(03.02 A.I) 植物油（但し、溶出試験のデータを3で割ってSMLと比
較）

マヨネーズ(06.05.B) 50v/vエタノール水溶液

粉体調味料(08.03.A.II) 変性ポリフェニレンオキシド（PPO）粉末

液体調味料、みそ、醤油
(08.04 A)

3w/v酢酸水溶液、20v/vエタノール水溶液

茶の粉(08.13) 変性ポリフェニレンオキシド（PPO）粉末

レトルトカレー(08.15) 植物油

Copyright Japan Chemical Innovation and 
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(     )の数字は表2の大分
類・中分類・小分類を示す



欧州プラスチック規則の改正一覧（赤字の規則を紹介）
改正 規則 主な内容

2011年1月14日付規則（EU）No 10/2011 PIM

1 2011年4月1日付施行規則（EU）No 321/2011 BPA/PC製哺乳瓶規制

2 2011年11月28日付規則（EU）No 1282/2011 物質リスト等の改正

3 2012年11月30日付規則（EU）No 1183/2012 物質リスト等の改正

4 2014年3月3日付規則（EU）No 202/2014 物質リスト等の改正

5 2014年8月8日付規則（EU）No 865/2014 スペイン版の修正

6 2015年2月5日付規則（EU）2015/174 物質リスト等の改正

7 2016年8月24日付規則（EU）2016/1416 条文、物質リスト等の改正

8 2017年4月28日付規則（EU）2017/752 物質リスト等の改正

9 2018年1月18日付規則(EU) 2018/79 物質リスト等の改正

10 2018年2月12日付規則(EU) 2018/213 BPA規制見直し

11 2018年6月5日付規則(EU) 2018/831 物質リスト等の改正

12 2019年1月10日規則(EU)2019/37 物質リスト等の改正

13 2019年6月17日規則(EU)2019/938 フランス版の修正

14 2019年8月8日規則(EU)2019/1338 物質リスト等の改正

15 2020年9月2日規則(EU)2020/1245 条文、物質リスト等の改正

16 2023年7月11日規則(EU)2023/1442 物質リスト等の改正

17 2023年8月10日規則(EU)2023/1627 物質リストの改正

18 2024年12月19日規則（EU）2024/3190 BP構造類似体の全面禁止

19 2025年2月21日規則（EU)2025/351 高い純度の要件 26
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プラスチック規則第15次改正
2020年9月2日規則(EU)2020/1245

（重）金属など SML(mg/kg) （重）金属など SML(mg/kg)

アルミニウム 1 鉄 48

アンモニウム - ランタン 0.05

アンチモン 0.04 鉛 ND (LOD 0.01)

ヒ素 ND (LOD 0.01) リチウム 0.6

バリウム 1 マグネシウム -

カドミウム ND (LOD 0.002) マンガン 0.6

カルシウム - 水銀 ND (LOD 0.01)

クロム ND (LOD 0.01) ニッケル 0.02

コバルト 0.05 カリウム -

銅 5 ナトリウム -

ユーロピウム 0.05 テルビウム 0.05

ガドリウム 0.05 亜鉛 5
27
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リサイクル時代を迎え最も留意すべきは夾雑する金属、重金属の確認である。



プラスチック規則第18次改正

• BPA、BP構造類似体の全面禁止

• X は、2つのフェニル環を1つの原子で隔てる任意の架橋基を
指すが、その原子は任意の置換基を持つことができる。

• R1からR10は任意の置換基を指す。置換基の少なくとも1つ
は水素原子(H)ではない。
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日本でBPA類が使用されている食品接触材料は、ポリカーボネート製の飲料水タ

ンク、エポキシ樹脂製の缶コーティング材であるが、欧州への輸出品については
業界の対応が進んでいる。



プラスチック規則第19次改正

29
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• 欧州では、第19次改正案に高い純度の要件などが収載される流
れとなった。

• 非意図的添加物質（NIAS）を含めたリサイクル材への高い純度の

要件の導入は、つぎの流れの中で①～④の改正案が示され、⑤
の官報掲載に至った。

①欧州委員会「食品安全－プラスチック食品接触材料（FCM）（品質
管理ルールの更新）」フィードバック期間 2024年3月13日～4月10日

②WTO通報「G/SPS/N/EU/741」2024年3月25日、WTO通報「
G/TBT/N/EU/1056」2024年4月8日

③欧州委員会FCM WG 2024年6月12日

④欧州委員会FCM WG 2024年9月2日を経て、SC-PAFF分科会 2024
年9月20日（9月6日改正案公表）

⑤2025年2月21日決定、24日官報掲載

食品衛生上はバージン材、リサイクル材を問わず同レベルの高い純度が求められる。
しかしリサイクル材は製造責任にカバーしきれない夾雑物の混入が懸念される。



プラスチック規則第19次改正

• 最初の版では、リサイクル材の安全要件がバージン材の安全要件と同じ扱いにされると解
釈されたため、安全センターのコメントを含め多くのコメントがフィードバックされた。

• SC-PAFF分科会はFCM法制度の決議機関であり、9月6日公表された改正案の内容が注目さ
れた。その結果、リサイタル23にあるように、リサイクル材の高い純度の要件に、現実的な
対応が図られることが確認された。

（リサイタル22抜粋）「規則（EU）2022/1616（注：リサイクル規則）は、食品接触用リサイクルプラ
スチック材料の製造中に、規則（EC）No 1935/2004（注：枠組み規則）第3条の要件（注：安全性

の要件）が満たされる程度まで偶発的汚染が材料から除去されることを保証しているため、プラ
スチック廃棄物の除染プロセスの投入物に含まれ、払出物に残っている物質に関しては、高い
純度の要件を適用する必要はない。」

• これに拠り、プラスチック規則につぎの条文が新設される。

「第4条（f）欧州委員会規則（EU）2022/1616の規制範囲内にある場合、その規則に適合してい
る。」

30
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決定までのプロセス



プラスチック規則第19次改正
• これは極めて簡潔な表現であり、同語反復のようにも見えるが、リサイクル規則
の規制範囲にあるものは、規則の要件にも適合していることを確認している。即
ち、リサイクル規則の下、認可されたプロセスの払出物は、枠組み規則の安全性
の要件から演繹される高い純度を含めた要件を満たしていると見なすと解釈でき
る。

• また、規則(EU)2022/1616第4条(2)はつぎのとおり改正される

「規則（EU）No 10/2011第II章、第III章、及び第V章に規定される要件は、リサイクルプ
ラスチック材料及び成形品に適用される。同規則第8条（1）は、除染プロセスの投入

物及び払出物に含まれる汚染物質には適用されず、投入物及び払出物の品質及び
純度は、本規則（注：食品接触材料リサイクル規則2022/1616）に従うものとする。」
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認可されたプロセスから生
産されるリサイクル材料

バージン材料と同じ高い純度の
要件を満たしていると見なす

欧州委員会の結論：リサイクル材料における食品衛生問題は、欧州委員会が
最終責任をもつリサイクルプロセスの評価の中に含まれている。したがって・・・



食品衛生問題の手引き

• 欧州の食品接触材料の法制度はプラスチックを
中心に設計されてきた。

• プラスチック以外の材料、例えば、紙・板紙、接
着剤、コ－ティング材、印刷インキなどは、国内
法や業界自主基準が制定されており、強制的法
規制に含まれないが、しばしば参照され利用さ
れる。
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食品接触材料はプラスチックに限られない。
プラスチック以外の材質の法規制は加盟国や業界がコミットしてきた。



欧州の特別法令

• 欧州は枠組み規則(EU) No1935/2004において各種材質に特別法令を作
成する計画を示したが、実現したものは限られている（赤字で表示）。

33

各種材質に関する特別法令

1.アクティブ・インテリジェント材料製品 10.プラスチックス

2.接着剤 11.印刷インク

3.セラミックス（1984年の指令） 12.再生セルロース（2007年の指令）

4.コルク 13.シリコーン

5.ゴム 14.繊維

6.ガラス 15.ワニスとコーティング

7.イオン交換樹脂 16.ワックス

8.金属と合金 17.木

9.紙と板紙
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プラスチック以外の原材料

• プラスチック以外の原材料に係る国内法、ガイドライン

34

原材料 国内法などをもつ加盟国 物質数

紙・板紙 独、仏、蘭、伊 ６０９

ゴム 独、仏、蘭、伊 ７９８

シリコン 独、仏 ５６

木・コルク 蘭 ５９

色材 仏、スイス ７５

印刷インク スイス、独 ９８７

コーティング剤 蘭 ４５６
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プラスチック以外の材質による食品接触材料の食品衛生規制は、限られた
加盟国がこれまでに策定してきた国内法などが参照されている。



プラスチック以外の原材料

• EFSAのWGはおよそ3,000品目からなるプラスチック以外の食品接触材料リストを
策定し、評価段階に応じ、リストA、リストBなどに分けている。

• リストA：SCFガイドライン初版発行時の1991年以降に評価されたことを意味する。
リストB：1991年より前に評価されたことを意味する。

35

リストA リストB 改訂中 その他 計

コーティング剤 ８ ４４４ ０ ４ ４５６

着色剤 １３ ４１ ０ ２１ ７５

木及びコルク ２ ５７ ０ ０ ５９

紙及び板紙 １６７ ４３１ ０ １１ ６０９

印刷インク １４ ０ ０ ９７３ ９８７

ゴム ２０ ４６９ ２３２ ７５ ７９６

シリコーン ７ ４６ ０ ３ ５６
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加盟国が行ったプラスチック以外の原材料へのリスク評価は、リストＡに限って言え
ば一定のレベルが確認できているが、全体的には必ずしも十分ではない。

プラスチック以外の原材料の食品衛生には業界の自主的な努力が求められる。



食品衛生問題の手引き

• 食品接触材料の適合性を顧客に伝達するこ
と（適合宣言の作成）が求められる。

• 適合宣言は、プラスチック規則附属書IVにあ
る11の項目を記載することで作成する。

https://eur-
lex.europa.eu/eli/reg/2011/10/2025-01-20

• 顧客への伝達は適合の結果を示すことで十分であ
るが、適合性を具体的に示すデータは規制官庁が
提出を求めるとき必要になることに留意。
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食品衛生問題の手引き
• 適合宣言の11の項目はつぎのとおり。
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(1) 適合宣言を発行した事業責任者の名称と所在
地

(2) プラスチック材料若しくは成形品、その製造の

中間段階での生産品、若しくはプラスチック材料及
び成形品の製造に意図される物質を製造又は輸
入する事業責任者の名称と所在地

(3) 材料、成形品、これらの製造の中間段階での生

産品又はそれらの材料及び成形品の製造に意図
される物質の名称

(4) 宣言日

(5) プラスチック材料又は成形品、これらの製造の

中間段階での生産品又はこれら物質が、この規則
及び規則(EC) No 1935/2004の第3条、第11条(5)、
第15条及び第17条で規制した関連する要求事項
に合致していることの確認

(6) 下流事業者が、附属書I及びIIで制限及び/又は

規格が定められている使用物質に関して本規則の
遵守を確実に行えるようにする十分な情報。これに
は、最終材料が規則 (EC) No 1935/2004 第3 条に

準拠しなくなる可能性がある量で存在する場合の、
意図せずに添加された物質の存在に関する十分な
情報が含まれる。

中間段階で、この情報には、中間材料に含まれる
次の物質の名称と量が含まれる：
—附属書II の制限及び/又は規格の対象となる物
質；又は、

—遺伝毒性が排除されず、その中間材料の製造

段階での意図的な使用に由来し、最終的なプラス
チック材料又は成形品から食品への個々の移行が
0.00015 mg/kg を超えると予測される量で存在する
恐れがある物質。



食品衛生問題の手引き
• 適合宣言の11の項目はつぎのとおり。
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(7)食品における規制が課せられている物質につい

ての適切な関連情報、即ち、特定移行レベルにつ
いての実験データ又は理論的計算によって得られ
た情報、次に、この情報が適切であるとき、これら
の材料又は製品の使用者にとって関連するEU 規

制に適合していることを確実にすることができるよ
うに、指令2008/60/EC、95/45/EC 及び2008/84/EC 

に準拠した不純物の規格から得られる情報、これ
らの情報がないときには食品に適用される国内法
に適合していることを確認できる情報

(8)材料又は成形品の使用に係る制限、例えば：
(i) 材料又は成形品と意図的に接触させる食品の
１つ以上の食品分類；

(ii) 食品と接触する時間、その食品の処理温度及
びその食品の保存温度；

(iii) 第17条及び第18条に沿って適合性が検証され
る食品接触の最大比表面積又は等価の情報

(9) プラスチックの機能性バリアが多層材料又は成

形品に使用されるとき、材料又は製品がこの規則
の第13 条(2)、(3)、(4)又は第14 条(2)、(3)の要求事
項に適合していることの確認

(10)プラスチック材料が再処理を目的とした材料の
バッチである場合：

(a) 本規則第10 条(1)及び第10 条(2)に準拠してい
る、及び規則(EC)No 2023/2006 附属書ポイントCに
従って収集及び使用されていることの確認；及び、

(b) 必要に応じ、その組成の規格及び再処理の指
示

(11)プラスチック材料が、本規則第5 条に従って廃

棄物から製造された認可物質のユニオンリストに
含まれる1つ以上の物質を使用して製造されている
場合、使用された物質が本規則第8条ポイント(1)に
準拠していることの確認



食品衛生問題の手引き
• 適合宣言作成のポイントを項目ごとに紹介しましょう・・・

(1)適合宣言は、消費者へ食品を最終販売（小売販売）するまでのサプライ
チェーンの全ての事業者に係る。

(2)食品接触材料や成形品のサプライチェーンの全ての事業者に係る。

(3)食品接触材料や成形品において意図的に使用される（非意図的に混入
する夾雑物を除き）全ての物質に係る。

(4)適合宣言を作成した日。

(5)食品接触材料や成形品の全てが、ひと健康や食品の官能性状に有意な
影響を与えないことを確認する。

(6)プラスチック食品接触材料規則（PIM）第19次改正で示された高い純度の
要件に適合していることを確認する。
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食品衛生問題の手引き
• 引き続き、適合宣言作成のポイントを項目ごとに紹介しましょう・・・

(7)使用した物質に制限がある場合、制限に適合していることを確認する（適
合性を実証する具体的データの開示までは求められない）。

(8)接触する食品の分類、時間と温度、非表面積（接触している食品の単位
重量に対する食品接触成形品の接触面積の比）。

(9)ファンクショナルバリヤーとは、食品接触材料や成形体の製造に使用され
た物質が食品に移行することを規制するため設置する層をいう。

(10)プリコンシューマーリサイクル材（端材やスクラップ）が使用されていると
きの要件。

(11)廃棄物から製造された認可物質の品質や純度を確認する。
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環境問題

リサイクルプラスチック食品接触材料規則
2022/1616

包装及び包装廃棄物規則（PPWR）

41
Copyright Japan Chemical Innovation and 
Inspection Institute. All rights reserved. 



数値目標のまとめ
全材質 プラスチック

全用
途

●55%：リユースorリサイクル(2025)／廃棄物指令[2018.5]
●60%：リユースorリサイクル(2030)／廃棄物指令[2018.5]
●65%：リユースorリサイクル(2035)／廃棄物指令[2018.5]
●50%：コンポストorリサイクル(2020)／欧州議会廃棄物
パッケージ法案[2017.1]
●70%：リユースorリサイクル(2030)／欧州議会廃棄物
パッケージ法案[2017.1]

●50%：リサイクル(2030)／プラスチック戦略[2018.1]
●100%：リユースorリサイクルor（代替品がないとき）リ
カバリー(2030)／G7サミットプラスチック憲章[2018.6]
●50%：リサイクル（適用可能なとき含有率として）(2030)
／G7サミットプラスチック憲章[2018.6]

包装
用途

●65%：リサイクル(2025)／包装指令[2018.5]
●70%：リサイクル(2030)／包装指令[2018.5]

●50%：リサイクル(2025)／包装指令[2018.5]
●55%：リサイクル(2030)／包装指令[2018.5]
●90%：リカバリー（使い捨て型プラスチックボトル）
(2030)／使い捨て型プラスチック包装制限指令案
[2018.5]
●100%：リユースorリサイクル(2030)／プラスチック戦略
[2018.1]
●80%：リユースorリサイクル(2030)／欧州議会廃棄物
パッケージ法案[2017.1]
●55%：リユースor リサイクル(2030)／G7サミットプラス
チック憲章[2018.6]
●100%：リカバリー(2040)／G7サミットプラスチック憲章
[2018.6]
●100%：リサイクルorリカバリー可能に(2030)／ACCプレ
スリリース[2018.5]
●100%：リユースorリサイクルorリカバリー(2040)／ACC
プレスリリース[2018.5]
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数値目標はプラスチックの包装
用途に集中している。



リサイクルプラスチック規則

2022/1616
• https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2022/1616/oj/eng
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リサイクルの法制度とガイダンス

欧州で食品接触材料にリサイクル材料を使用するた
めには・・・

リサイクル材料を製造するリサイクルプロセスが法制
度（食品接触材料リサイクル規則2022/1616）の下、認
可されている必要がある。

その認可を得るには、まず、EFSA（欧州食品安全庁）リ

サイクルガイダンスに従って資料を作成し、リサイクル
プロセスの安全性評価をEFSAに求め、ここで肯定的に

評価されること、つぎに欧州委員会で認可されること
が求められる。
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欧州リサイクル法制度
タイトル 公布日

食品接触材料及び製品のための適正製造規範に係る欧
州委員会規則(EC)No2023/2006

2006年12月22日

食品接触用リサイクルプラスチック材料及び成形品に
関する、及び規則(EC) No 2023/2006を改正する欧州
委員会規則(EC) No 282/2008

2008年3月27日

廃棄物に関する、及び特定の指令を廃止する欧州議会
及び閣僚理事会指令2008/98/EC

2008年11月19日

食品接触用リサイクルプラスチック材料及び成形品に
関する、及び規則 (EC) No 282/2008を廃止する欧州委
員会規則(EU)2022/1616

2022年9月15日
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欧州EFSAリサイクルガイダンス
タイトル 公布日

食品接触材料及び成形品の製造に使用するリサイクルプ
ラスチックを製造するリサイクルプロセスの安全性評価
のための書類をEFSAに提出するガイドライン

2008年7月1日

食品接触材料及び成形品の製造に使用するリサイクル
PETを製造するためのメカニカルリサイクルプロセスの
安全性評価に使用する基準に関する科学的意見

2011年7月20日

食品接触材料及び成形品の製造に使用されるリサイクル
プラスチックを生産するリサイクルプロセスの申請書作
成に関する管理ガイダンス

2021年3月18日

食品接触材料及び成形品の製造に使用される使用済み
PETメカニカルリサイクルプロセスの安全性評価の評価
基準及び申請準備に関する科学ガイダンス

2024年7月30日

食品接触リサイクルプラスチック材料及び成形品を生産
する個々のリサイクルプロセスの認可申請の準備に関す
る管理ガイダンス

2024年7月30日
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欧州プラスチック食品接触材料
リサイクル規則2022/1616（構成）

章 適用

Ⅰ 主題、範囲及び定義

Ⅱ リサイクルプラスチック及びリサイクルプラスチック材料及び成形品の上市

Ⅲ プラスチックのリサイクル及びリサイクルプラスチックの使用に関する一般的要件

Ⅳ リサイクル技術の開発及びリスト

Ⅴ 個々のリサイクルプロセスの認可手順

Ⅵ 管理が必要な情報の登録

Ⅶ 公式管理

Ⅷ 適合文書

Ⅸ 最終規定

附属書Ⅰ 適切なリサイクル技術

附属書Ⅱ 適合監視要約シートのテンプレート

附属書Ⅲ 適合宣言のテンプレート

47
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欧州リサイクルプロセス
食品接触材料用途評価（EFSA Journal掲載件数）

48

https://www.efsa.europa.eu/en/publications?f%5B0%5D=im_field_subject%3A70321
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年 2024 2023 2022 2021 2020 2019 2018 2017 2016 2015 2014 2013 2012 2011
　　　
　　　
合計

PET 13 43 47 12 9 5 0 10 1 6 13 14 8 1 182

PP 3 2 1 1 7

HDPE 3 1 1 5

リサイクルプロセスの安全性評価はEFSA Journalに掲載されている。これを整
理すると、この間PETのリサイクルプロセスが重点的に評価されているのが分
かる。PPとHDPEが僅かに確認されるが、これ以外の材質を含め、PET以外の材
質のリサイクルプロセスの安全性評価が今後の大きな課題として残っている。

こうした課題は容器包装メーカーが対応すべき技術的課題であるが、現状、
食品包装の多くがオレフィン（PEやPP）であることを踏まえたとき、食品の輸出
への影響を避けるためにも、協同しブレークスルーすべき課題である。

https://www.efsa.europa.eu/en/publications?f%5B0%5D=im_field_subject%3A70321


欧州プラスチック食品接触材料
リサイクル規則（基本フロー）

EFSAのプロセス評価（肯定的）

↓稼働

事業者はプロセス稼働後適合監視要約シート提出

稼働後1か月以内↓「登録」

所管の官庁が適合監視要約シートの記載内容を確認

↓「確認」

所管の官庁が適合監視要約シートの適合性を確認

 稼働後1年以内↓「有効」
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食品接触材料及び成形品にリサイクル材料を使用するとき、一定の手続きに基づ
き認可されたリサイクルプロセスから製造されることが求められる。



欧州プラスチック食品接触材料リサイクル規則

適切なリサイクル技術（第3条、附属書I表1抜粋）

50

技術の名称 消費済PETメカニカルリサイクル 閉鎖ループにあり及び管理され
たチェーンの製品ループからのリ
サイクル

ポリマーの種類 PET 規則（EU）No 10/2011に適合する

出発材料として製造される全ての
ポリマ

投入物の規格 食品接触用でない材料及び成
形品又は物質を最大5%含む
PET PCWに限る

同一条件の下使用され又は使用
が意図され、そして閉鎖され、管
理されたチェーンにあり、消費者
からの回収を除き、ある製品ルー
プからだけ得られた単一ポリマー
から、又は互換性のあるポリマー
から生産される化学的汚染のな
いプラスチック材料及び成形品

個々の認可を課す YES No

Copyright Japan Chemical Innovation and 
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次のリサイクルだけが現状適用できる適切なリサイクル技術として認められている。



環境問題の手引き

• メカニカルリサイクルとは、プラスチック材料を構成する出発
物質（モノマーなど）まで戻す（低分子量化する）ことなく、加
熱加圧処理などを経て再生する技術である。これに対し、ケ
ミカルリサイクルとは、プラスチック材料を構成する出発物質
（モノマーなど）まで戻し、一般に出発物質の精製を経て改め
て高分子量化し、元の材料を再生する技術である。

• 閉鎖ループの分かり易い例として、航空機の機内食に使用
される食品容器包装の回収、リサイクルシステムがある。こ
こでは系外から他の材料が入る恐れはない。閉鎖ループは
、PET以外の材質、例えばオレフィンのリサイクルの新規技術

が進むまで、足元の取り組みを支援する措置と見ることがで
きる。

Copyright Japan Chemical Innovation and 
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環境問題の手引き

• 欧州のリサイクルの認可は、欧州食品安全庁（
EFSA)のプロセス評価が肯定的に評価され、その
結果を受けて欧州委員会が認可する2段階のプ
ロセスをとる。

• 現時点で、EFSAの評価結果を見たとき、肯定的
な評価を得たリサイクルプロセスは、PETメカニカ
ルリサイクルに集中している。

• PETメカニカルリサイクル以外の評価は未だ限ら
れているが、2025年度以降、新規技術として評
価が進むことが期待されている。

Copyright Japan Chemical Innovation and 
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欧州プラスチック食品接触材料
リサイクル規則（適合監視要約シート）

適合監視要約シートのテンプレート（附属書Ⅱ）

1.ID：

①リサイクル設備の名称、②リサイクル業者の名称、③リサイクルプロセス認可決定、
④EFSAの書類、⑤リサイクル設備の運用に対する追加の責任者

2.リサイクル設備の運用：

①書面による声明、②リサイクル設備でのリサイクル作業、③内部書類、④バッチの
定義、⑤除染設備のプロセスダイアグラム、⑥クリティカルな除染操作の管理

3.品質管理：
①内部プロセスQA、②QA段階で適用される管理SOP

4.記録の登録簿：
①QAを記録するシステム、②記録システムのためのSOPコードのリスト、③他の関連
記録／システム
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適合監視要約シートはリサイクルプロセスの認可を得るため作成が求められる。プロ
セスのポイントが簡潔にまとめられており、認可に向けた手続きの中で参照される。



欧州プラスチック食品接触材料
リサイクル規則（管理番号）

管理番号 タイトル

RAN xxx-xxx-xxx リサイクル認可番号

RON xxx-xxx-xxx リサイクルオペレーター（リサイクル業者）番号

RIN xxx-xxx-xxx リサイクル設備番号

RSN xxx-xxx-xxx リサイクルスキーム番号

NTN xxx-xxx-xxx 新規技術番号

RFN xxx-xxx-xxx リサイクル工場番号
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現時点でRON,RIN,RFNが公表されている。残りのコードは2025年央以降公表されると
予想される。
https://ec.europa.eu/food/food-feed-portal/screen/home

https://ec.europa.eu/food/food-feed-portal/screen/home
https://ec.europa.eu/food/food-feed-portal/screen/home
https://ec.europa.eu/food/food-feed-portal/screen/home
https://ec.europa.eu/food/food-feed-portal/screen/home
https://ec.europa.eu/food/food-feed-portal/screen/home


欧州プラスチック食品接触材料
リサイクル規則（登録数）

2022年12月31日ま
で

設備（RIN） 工場（RFN） 業者（RON）

EU域内 ２３３ ２３３ ２３３

EU域外 ７９ ６５ ６４
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2023年1月1日～10
月27日

設備（RIN） 工場（RFN） 業者（RON）

EU域内 ２５７ ２５７ ２５７

EU域外 ７９ ７９ ７９
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https://ec.europa.eu/food/food-feed-portal/screen/home



欧州プラスチック食品接触材料
リサイクル規則（基本フロー）

所管の官庁が、稼働後1年を超えて、欧州委員会に適合
監視要約シートの適合性確認を通知しないとき

↓

登録「一時停止」

  ↓ 

 「一時停止」が1年超続いたとき

↓

登録「削除」
56
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リサイクルプセロスの認可手続きの中で不備があったと、登録が一時停止さ
れ、更に適切な対応がなされないとき登録が削除される恐れがある。



欧州プラスチック食品接触材料
リサイクル規則（適合宣言）

適合宣言のテンプレート（附属書Ⅲ）

1.ID：
①リサイクル業者、②リサイクルされる製品、③規制当局

2.適合：

①運用への認可或いは許可の根拠、②強制的な品質評価段階を記載した適合評価
の結果

3.設備及び生産品ユーザーへの情報

4.署名
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リサイクルプロセスの認可は欧州委員会の決定による。一方、そのプロセスから製
造されるリサイクル材料を含む食品接触材料或いは成形品の適合性は企業の責任
で確認することになる。このとき確認の結果は、適合宣言として整理され、サプライチ
ェーンの情報伝達に利用される。以上、リサイクルプロセスの認可は欧州委員会、リ
サイクル材料を含む食品接触材料・成形品の適合性確認は企業が責任をもつ。



環境問題の手引き

• リサイクルプロセスはEFSAの肯定的評価を経て、欧州

委員会が認可する。この認可を得るには、リサイクル設
備が立地する全ての国の所管の官庁が登録され、適切
な管理を行っていることを示すことが前提となる。

• 食品接触材料リサイクル規則2022/1616第21条(1)に、

認可されたリサイクルプロセスから得られる材料、成形
品、それらに接触する食品に係る民事、刑事上の責任
には影響を受けないという注目すべき免責事項がある。

• こうして生産されるリサイクル材料及び成形品の適合性
は、事業者が作成する適合宣言で示される。適合宣言
はサプライチェーンの各段階で作成されて順次伝達され
る。
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包装及び包装廃棄物規則

（PPWR)
• https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2025/40/oj/eng

Copyright Japan Chemical Innovation and 
Inspection Institute. All rights reserved. 

59
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包装及び包装廃棄物規則(PPWR)
• 2024年11月26日欧州議会で完成版が承認された。12月16
日閣僚理事会の承認を経て、2025年1月22日官報掲載。

包装全体におけるリサイクルの率（重量ベース）のターゲット（第46条）

• 指令から規則に格上げされたが、これらはいずれも2008年
の包装及び包装廃棄物指令（PPWD）のターゲットを踏襲した
ものである。
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包装及び包装廃棄物規則(PPWR)
包装製品におけるリサイクル材の最低含有率（重量ベース）のターゲット（第7条）

• 「暫定的政治的合意案」のターゲットは、これまで通りPET包装を優先させる。

飲料ボトル、食品接触材料など接触に敏感な包装以外の包装は、より高いタ
ーゲットが設定される。
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包装及び包装廃棄物規則(PPWR)
包装製品におけるリサイクル材の最低含有率（重量ベース）
のターゲット（第7条）

• 2030年1月1日以降、欧州では100%バージンプラスチック

の包装はなくなり、バージン／リサイクルプラスチックの包
装が一般的となることに注意。

• リサイクル材の最低含有率計算のベースは、附属書II 22

のカテゴリごと、製造工場ごと、年度ごとの平均値とされ
る。 

• 具体的な規制内容を示す二次法が2026年12月31日まで
に制定される。
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現段階で二次法の規制内容は確認できないが、リサイクル材確保の検討が必要
になっていることは明らかである。この重要課題は個社だけで対応できないことか
ら、日本政府と業界の組織的連携により、計画的に進めていく必要がある。



包装及び包装廃棄物規則(PPWR)
包装のリユース（再利用）のターゲット（第29条）

• ターゲットは輸送包装、グループ化された包装に絞られた。
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包装及び包装廃棄物規則(PPWR)

デポジット返還システム（DRS）（第50条）

・リユースに関連し、2029年1月1日までに、3Lまでの使い捨てプ
ラスチック製飲料ボトル、同じく3Lまでの使い捨て金属飲料容器
に、強制力あるデポジット返還システム（DRS）が導入される。ワ
イン及び蒸留酒、乳及び乳製品の容器には適用されない。

QRコード（第12条）

・包装にQRコードが付けられる。消費者には例えば包装のリユ

ースのための収集ポイントが示され、行政にはトレーサビリティ
関連情報が示される。
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DRS：飲料容器などを回収地点に返却した際、一部返金される制度。



包装及び包装廃棄物規則(PPWR)
堆肥化可能な材料（第9条）
• 規則発効から36か月までに、ティーバッグ、コーヒーフィルター、果実・野
菜の粘着ラベル、非常に軽量なプラスチックショッピングバッグ（t<15μm）
は、堆肥化可能な材料とする。

特定の食品接触材材料の禁止（第5条、リサイタル(20～23)）
• PFAS及びBPAは使用が禁止される。

リサイクルの性能等級（第6条、附属書II）
• リサイクル可能性として、2030年1月1日までに70%以上、2038年1月1日
までに80%以上とする。欧州委員会は、リサイクルの性能等級の基準に
ついて、2028年1月1日までに関連法を制定する。
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リサイクル性能等級には、多層材を分別することなくそのまま取り扱える可能性が確
認される（附属書II表1カテゴリNo 18 複合材料を含む軟質プラスチック）。



包装及び包装廃棄物規則(PPWR)

• シングルユースプラスチック（SUP）指令附属書パートB改正

66

シングルユースプラスチック指令改正 シングルユースプラスチック指令

(7) 発泡ポリスチレン（EPS）又は押出ポリ
スチレン（XPS）製の食品容器、即ち、蓋

の有無に係らず、箱などの容器であって、
次のような食品を入れるために使用され
るもの；
(a)その場で、あるいはティクアウトで、直
ぐ消費することを目的としているもの

(b)通常、容器から直接消費されるもの。

(c)調理、煮沸、加熱など、それ以上の調
理なしに直ぐに食べられるもの。

(7)発泡ポリスチレン製の食品容器、即ち、

蓋の有無に係らず、箱などの容器であっ
て、次のような食品を入れるため使用さ
れるもの：
(a)その場で、あるいはティクアウトで、直
ぐ消費することを目的としているもの

(b)通常、容器から直接消費されるもの。

(c)調理、煮沸、加熱など、それ以上の調
理なしに直ぐに食べられるもの。
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包装及び包装廃棄物規則(PPWR)

67

• シングルユースプラスチック指令における規制範囲に、押出加工される
ポリスチレン製容器が含まれることを明確にした。

シングルユースプラスチック指令改正 シングルユースプラスチック指令

ファーストフードなど、直ぐに食べられる
食事に使用される食品容器を含むが、
飲料容器、皿、パック、食品入り包装紙
を除く；

(8)発泡（EPS）又は押出（XPS）ポリスチレ
ン製の飲料容器で、キャップ、蓋を含む；

(9)発泡（EPS）又は押出（XPS）ポリスチレ

ン製の飲料用カップで、カバーや蓋を含
む。

ファーストフードなど、直ぐに食べられる
食事に使用される食品容器を含むが、
飲料容器、皿、パック、食品入り包装紙
を除く；

(8)発泡ポリスチレン製の飲料容器で、
キャップ、蓋を含む；

(9)発泡ポリスチレン製の飲料用カップで。
カバーや蓋を含む。
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シングルユースプラスチック（SUP）指令で上市できない食品容器包装には、シング
ルユースのカトラリー、プレート、ストロー、スターラー、EPS/XPS製食器などがある

（SUP指令 第5条、附属書ﾊﾟｰﾄB）。



包装及び包装廃棄物規則(PPWR)
出典：欧州連合日本政府代表部「EUのPPWR（包装・包装廃棄物規則）の概要」2024年5月

上記資料からPPWRの中で特に重要な内容を掲載する。
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包装及び包装廃棄物規則(PPWR)
出典：欧州連合日本政府代表部「EUのPPWR（包装・包装廃棄物規則）の概要」2024年5月

上記資料からPPWRの中で特に重要な内容を掲載する。
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PPWRの二次法
想定時期 二次法（施行法、委任法） 条項

2026年
第1四半期

欧州標準化組織堆肥化可能包装技術規格
生産者の登録と報告形式

第9条(6)
第44条(14)

2026年
第3四半期

消費者を誤解させない表示のガイドライン
廃棄物容器のラベルの要件と形式に関する規格
リユースの目標に対する除外

第12条(8)
第13条(2)
第29条(18)

2026年
第4四半期

ラベルの要件と形式に関する規格
ラベルのデジタル化

第12条(6)
第12条(7)

2026年末 包装に含まれる懸念のある物質の報告
リサイクル材の含有率の計算と検証方法
リサイクル材の持続可能性基準
第3国におけるリサイクル材の扱い

第5条(2)
第7条(8)
第7条(9)
第7条(10)
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赤字で示した二次法が重要である。中でも「第3国におけるリサイクル材の扱い」

は、例えば日本で製造されたリサイクル材が欧州のリサイクル材と同等と見なす
ことができる条件を具体的に示すものとして注目される（PPWR第7条(10)）。



PPWRの二次法
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想定時期 二次法（施行法、委任法） 条項

2027年
第1四半期

包装の最小化の要件と測定方法
リユース可能な包装のローテーション最小回数
包装の形式の実例や制限の除外
リユースの目標となる製品の種類
リユースに関する欧州監視機関の設立
包装廃棄物計算への補正係数の採択
廃棄物の判定方法、データの計算、検証、提出方法

第10条(3)
第11条(2)
第25条(6)
第29条(8)
第31条(7)
第43条(2)
第56条(7)

2028年初 リサイクル基準、リサイクル性能等級の枠組み
リユースにおいてプール取決めの詳細条件

第6条(4)
第29条(12)

2028年
第1四半期

過剰包装を避ける空きスペースの計算方法 第24条(2)

2030年初 包装カテゴリごと一定規模のリサイクル評価方法 第6条(5)

2030年
第1四半期

グリーン公共調達の要件 第63条(1)



PPWR事業者の責務
事業者がPPWR施行までに実施しなければならないテーマ 条項

包装に含まれる重金属の濃度 第5条(4)

包装に含まれるPPWRの濃度 第5条(5)

リユース可能な包装の確認 第11条(1)

製造事業者による包装の適合性確認と適合宣言の策定 第15条(1)～(3)

販売事業者による製造事業者の登録確認、表示の確認など 第19条(2)

リユース可能な包装の回収を確実にするインセンティブ作り 第26条(1)

リユース可能な包装に対するシステムづくり 第27条(1),(2),(4)

詰め替え可能な製品購入に関するエンドユーザーへの情報的提供 第28条(1)～(3),(5)

リユース可能な包装の回収と返却の実施 第29条(9)

生産者の登録と更新 第44条(2),(7),(8),(10)

拡大生産者責任（EPR）制度を確立 第45条(1),(3),(4),(6)

EPR集団履行の認可取得 第47条(1)

包装廃棄物の防止と管理に関する情報のエンドユーザーへの提供 第55条(1)
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環境問題の手引き
• PPWR第6条は、あらゆる包装材料にリサイクル
性能等級を設定する。こうした仕組みは、CEN（
欧州標準化機構）などの技術的検討（CEN/TC 
261/SC 4/WG 10）を経て、二次法として公布され
る。
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CEN/TC 261/SC 4/WG 1 -包装のライフサイクルアセスメントにおける用語記号基準
CEN/TC 261/SC 4/WG 2 -包装及び包装材料の分解性と有機物回収

CEN/TC 261/SC 4/WG 3 -材料回収
CEN/TC 261/SC 4/WG 4 -エネルギー回収

CEN/TC 261/SC 4/WG 6 -予防
CEN/TC 261/SC 4/WG 7 -再利用

CEN/TC 261/SC 4/WG 8 -重金属及びその他の危険物質
CEN/TC 261/SC 4/WG 9 -一般要件及び手順

CEN/TC 261/SC 4/WG 10 -プラスチック包装製品のリサイクル設計



環境問題の手引き

• PPWR第7条は、あらゆるプラスチック包装材料に一定含有率

のリサイクル材の使用を求めている。計算のベースは、附属
書IIに整理された22の材料・成形品のカテゴリごと、製造工

場ごと、年度ごとの平均値とされる。詳細を定める二次法が
2026年12月31日までに策定される。

• こうしたリサイクル材の適合性を証明するには、新たな社会
的仕組みが必要である。（一財）化学研究評価機構の食品
接触材料安全センターは、同じく高分子試験・評価センター
と協同し、将来欧州への輸出事業に求められる「海外向けの
食品接触材料の適合確認のあり方について検討する（2025
年度事業計画）。」
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欧州規制動向のまとめ
• 欧州はプラスチック製食品接触材料を中心に法制度が整備
されている（バージンプラスチックにプラスチック規則(PIM)）。

一方、プラスチック以外の材料については加盟国の国内法
やガイドラインが機能している。

• PIM改正案については、当初、リサイクル材の安全性の要件

が高い純度を含めバージン材相当に設定されたと見られ懸
念されたが、各国から提出されたコメントにより、リサイクル
規則の下、認可されたプロセスから製造されるリサイクル材
は、バージン材料と同じ高い純度を含め要件を満たしている
と見なすとされた。

• 2022年9月、リサイクルプラスチック食品接触材料規則が、

従来の規則を大幅に改正して公布された。厳格な手続きが
示される一方、社会での早期実装を目指した運用も示されて
いる。
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欧州規制動向のまとめ

• 2022年11月欧州委員会包装及び包装廃棄物規則（PPWR）（
案）が公表され、2023年11月欧州議会で調停案が採択され
た。2024年4月24日欧州議会で合意案、11月26日完成版が
承認され、12月16日閣僚理事会の承認を経て、2025年1月
22日官報掲載された。

• 全てのプラスチック包装材料は2030年までにリサイクル材最
低含有率への適合が求められる。詳細規定は2026年12月
31日までに二次法で制定される。

• リサイクルの性能等級制度が導入される。リサイクル可能性
70%未満の包装をフェーズアウトする。詳細規定は2028年1
月1日までに二次法で制定される。
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問い合わせ

• この資料へのお問い合わせは、次にご連絡く
ださい。

食品接触材料安全センターお問い合わせ

https://www.jcii.or.jp/pages/98/
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